
第6章

第6章 低品質骨材とモルタルを組み合わせた複合モデルによる照査

6.1緒言

･前述のように,低品質の粗骨材を用いたコンクリー トにおいて,水セメント比

や空気量などの配合条件を変化させた場合の耐凍害性について検討した結果,吹

水率が 3%以下の規格を外れても,4.5%以内であれば,コンクリー トの耐凍害性

を確保できる骨材もあり,有効活用できる骨材は少なくないことを示唆する結果

が得られた｡

とくに,低品質骨材の中には,水セメント比を大きくするほど耐凍害性が改善

される注目すべき事例も見られた｡内部の粗骨材にそれほどの変化が見られなか

ったことから,モルタルの拘束力が弱く,しかも骨材内部の水分が凍結した際に,

骨材からの未凍結水が移動できるようなモルタルの空隙構造になっているため

と考えられ,この点を検証する必要がある｡

そこで,第 5章で用いた粗骨材 No.10を用いて,モルタルによる基礎実験を行

うことにした｡具体的には,この粗骨材とモルタルを組み合わせ,コンクリー ト

に準じた水セメント比や空気量による配合条件で複合モデルを作製し,凍結融解

試験を行って,粗骨材とモルタルに生じるひずみを測定した｡ひずみは,応力の

解析上,骨材単体およびモルタル単体についても測定した｡

得られたひずみを応力に換算し,骨材およびモルタルの強度と比較することで,

一見して特異なコンクリー トの凍結融解試験結果を検証することが,ここでの目

的である｡

6.2実験概要

6.2.1使用材料および配合

粗骨材は,No.10を対象にした｡ただし,砕石そのものではなく,この母岩か

ら採取したコアを粗骨材に見立てることにした｡これを場合により,粗骨材ある

いはコアと表記する｡コンクリー トに用いた粗骨材の吸水率が 5.88%であり,こ

れから±1.5%の範囲内の吸水率を有するコアを選定することとし,吸水率の差が

試験結果に影響しないように配慮した｡

セメントは普通ポル トランドセメント,混和剤にはコンクリー トの作製で用い

たAE減水剤標準型 Ⅰ種 (主成分 :リグニンスルホン酸化合物およびリグニンス

ルホン酸化合物とポリカルボン酸エーテルの複合体)およびAE剤 (変性ロジン

酸化合物を主成分とする陰イオン系の界面活性剤)を用いた｡

複合モデルの作製に用いたモルタルの配合を,表 6･1に示す｡モルタル単体の

配合も,これと同一である｡モルタルの配合は,第 5章で示したコンクリー トの
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凍結融解試験で,水セメント比 30%と50%の耐凍害性が大きく異なったため,

この 2種類のコンクリー トと水セメント比 40%の配合に限定することとし,空

気量も5.5-6.0%のみに準じて決定した｡粗骨材の容積を各材料に按分して割 り

増しているので,空気量はコンクリー トよりも増量されている｡練混ぜにあたり,

細骨材は表乾状態に調整 し,所定の質量を計量した.空気量の測定は,容積 lb

のモルタル用の測定器を用い,JISAl128｢フレッシュコンクリー トの空気量の

圧力による試験方法 (空気室圧力方法)｣に準じ,所定の空気量となるように,

AE剤を適宜用いて調整 した｡この際,フレッシュコンクリー トのスランプ試験

に倣い,フロー試験をJISR5201｢セメントの物理試験方法｣に準じて行った｡

測定されたフロー値は 190-240程度で,水セメント比が小さいほど小さい値を

示している｡

実験に用いた供試体の種類は,コア単体が 1種類,モルタル単体および複合モ

デルがそれぞれ 3種類である｡

表 6-1 複合モデルのモルタルおよびモルタル単体の配合

種類 W/d(%) 空気量 (%) 単位量 (kg/m 3)コンクリー ト モノレタ′レ 水 セメン ト 細骨材

30-6 30.0 5.5-6.0 8.6-9.4 266 887 103240-6 40.0 665 1227

50-6 50.0 532 1352

6.2.2複合モデルの形状とひずみゲージの貼付

実験に用いた供試体の形状とひずみゲージの貼付を,図 6･1に示す｡コア単体

の形状は¢30×60mm とし,骨材の産地から原石を採取し,コア ドリルによって

規定の寸法に調整 した｡モルタル単体の形状は¢50×100mm である｡複合モデ

ルは,¢30×60mm のコアを用い,¢50×100mm のモルタルの所定の位置に埋

設した｡

供試体は,常に表乾状態を保つことにした｡この際,供試体内部からの湿気が,

ゲージの抵抗値に影響を及ぼす恐れがあるため,ゲージを貼付する部分をポリエ

ステル系の接着剤でプリコーティングして防水ベースをつくり,その上にひずみ

ゲージを貼付した｡さらに,雰囲気の湿気からも保護するため,貼付したひずみ

ゲージをゴム系感圧型のコーティングテープで覆い,防水処理した｡この後,供

試体を水に浸して飽水状態とし,表面水を拭って表乾状態とした｡引き続き,ホ

ットメル ト型のコーティング剤で供試体全体をコーティングし,さらに2種類の

コーティング剤 (SBテープとVMテープ)を巻いて封紙状態とした｡
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10 30 10

【単位 :mm】

【コア単体】

¢50

【複合モデル (コア+モルタル)】

図6-1 コア単体と複合モデルの形状およびひずみゲージの貼付

ひずみゲージは,コア単体とモルタル単体では,中心付近の円周方向に貼付し

たが,複合モデルでは,コアとモルタルのひずみゲージの位置が重ならないよう

に配慮 した｡これは,コアのひずみゲージの周辺は防水処理のためコーティング

剤を用いており,このすぐ上の箇所ではモルタルのひずみの変化が,これによる

影響を受ける恐れがあると考えたためである｡

この実験では,温度変化に伴 うひずみの変化を測定する｡温度については,ゲ

ージ貼付供試体と同一寸法で,同じように封繊状態とした供試体を用い,その中

心部に埋設 した熱電対と表面部に貼 り付けた熱電対とによって測定した｡供試体

温度としては,コア単体が中心部と表面部の 2点の平均値,複合モデルがコアの

中心部と表面部およびモルタルの表面部の 3点の平均値をそれぞれ採用した｡

凍結融解試験のように,温度が変化する場合,ひずみゲージには,外力による

ひずみがなくても熱出力が発生する｡温度変化とともに外力を受けるような場合

には,温度と熱出力 (ひずみ)との関係式により,測定値の指示値からこの熱出

力を補正する必要がある｡温度と熱出力の関係式は,温度を変数とした 4次式で

示されてお り,実験では測定器の指示値からこの関係式を用いて温度変化に対応
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した熱出力を補正 し,補正後のひずみを実際のひずみとして扱った｡

6.2.3凍結融解試験

凍結融解試験は,JISA1148｢コンクリー トの凍結融解試験方法｣の気中凍結 ･

水中融解方法 (B法)で行った｡ただし,この方法では,1サイクルの所要時間

が 3-4時間程度であり,温度変化に対 してひずみの変化が追随できない恐れが

ある｡ 供試体を槽内にそのまま設置すれば,供試体が融解時に水 と直接接触する

ため,温度とひずみに感度のずれが生じ,測定上の誤差が生 じる｡さらに,二重

にコーティングしているとはいえ,ひずみゲージが水 と触れることで,測定不能

に陥る恐れもある｡

そこで,図 6-2に示すように,不凍液を充填 したポリエチレン製の容器に水中

¢180

図 6-2 凍結融解試験で供試体を設置 した容器
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凍結 ･水中融解方法で用いる 120×120×500mmのゴム製の容器を設置 した｡さ

らに,この中に90×90×500mmのステージを置き,温度測定用の供試体とひず

み測定用の供試体を同一箇所に配置 した｡ポリエチレン製の容器 とゴム製の容器

の間に不凍液を介在 したのは,供試体の温度変化を本来の凍結融解試験よりも緩

やかにし,温度の変化に対 してひずみの変化を追随しやすくし,誤差が生 じない

ようにしようとい う意図による｡不凍液の密度は,温度変化に影響するので,購

入時の密度 1.086を 1.080-1.084となるように,調整 して使用 した｡供試体を

設置するステージは,三段置きとなっているが,たとえば凍結時に,最上部は温

度が下が りにくく,最下部 とのひずみに誤差が生じるため,最上部には供試体は

設置 しないようにした｡ひずみ測定用の供試体がある箇所には,必ず温度測定用

の供試体を配置することとし,同一容器の下段あるいは中段にひずみ測定用の供

試体を設置する場合には,必ずそのどちらにも温度測定用の供試体を配置 した｡

凍結融解試験の開始材齢は,標準養生後の 14日とした｡

図 6-2に示 した容器は,凍結融解試験機内には 12個設置されてお り,図 6-3

は,そのうちの 1個の容器内の凍結融解作用にともなう供試体の温度変化を示 し

たものである｡凍結融解試験は,通常,1サイクルに 3-4時間を要するが,こ

の装置を用いると,1サイクルは 9時間程度となっている｡槽内の温度は,2時

間で最低温度に達 しているが,供試体の温度は不凍液を介在 しているため,極め

15.0

10.0

5.0

0.0
/̀~~ヽ

e ･5.0

卦 10･0

-15.0

-20.0

-25.0

-30.0
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

経過時間 (時間)

図 6-3 凍結融解作用にともな う供試体の温度変化
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て緩慢に低下してお り,4.5時間程度で最低温度に到達 している｡その後,槽内

には融解水が充満するため,極めて短時間に 10℃以上の温度に至る｡しかし,こ

こでも,不凍液の働きにより,供試体の温度の上昇は緩やかに推移してお り,少

なくとも温度変化を緩やかにし,ひずみの変化を追随しやすいようにしたいとい

う意図に沿 う雰囲気となっている｡

凍結工程の前半は比較的緩やかな温度低下となっているのに対し,融解工程で

は前半の温度上昇が著しく,水中融解方法を採用する限りやむをえない現象であ

るといえる｡供試体別では,形状の小さいコアが冷えやすくなっているが,いず

れもその差はわずかであり,凍結工程および融解工程を通 じ,供試体の温度に差

はほとんど生じていないと判断できる｡さらに,凍結融解試験機内に 12個設置

されているいずれの容器でも,その温度変化は,図 613で示した温度変化と同様

であることを確認 している｡

6.3 実験結果および考察

6.3.1複合モデルの概念

図 6-4は,コア単体の凍結工程における挙動を示したもので,水を含む場合と

含まない場合とで比較している｡吸水率の大きい低品質骨材でも,水を含まない

と,凍結作用に伴い①から②まで収縮する｡これは,温度の低下に伴い,温度を

変化させる熱,すなわち顕熱がコアから放出され,コアを構成する分子の振動が

低下するためであると考えられている1)0

ところが,吸水率に相当する水が含まれると,水が氷に変化する際,体積は9%

増えるので,この膨張圧に伴 う体積変化 として変形量が大きくなり,コアは③ま

で膨張する｡なお,本来であれば,コアに含まれる水は,組織の中で分散 してい

るはずであるが,ここでは解析の便宜上,分散 している水を一塊の集合体として

捕 らえている｡コアの中の水がすべて凍結を終えると,それ以上の膨張は生じな

くなる｡ここで生じる変形量の最大値を,②と③の差で表される』Llとする｡

水の体積が増えるのは,液体ではイオン性を帯びた共有結合で構成されている

のに対し,氷になると,分子はさらに静電気的引力の強い水素結合によって三次

元的に結びつき,隙間の多い結晶格子をつくるからであるといわれている 2)0

図6-5は,複合モデルにおいて,凍結工程におけるコアの挙動を示したもので,

コア単体の場合と比較 している｡コアは,温度の低下に伴い水が凍結し始めると,

この際に圧力が生じ,変形量としてあらわれる｡コアが単体の状態であれば,最

大変形量は』Llとなるが,複合モデルの場合は周囲をモルタルで囲まれているの

で,最大変形量は④まで抑制される｡この抑制の程度は,モルタルの水セメント

比や空気量など,その晶質によって異なる｡④で抑制されたときの変形量を』L2
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コア単体

(水が無い状態)

コア単体
(水がある状態)

図6-4 凍結工程におけるコア単体の挙動

とすると,コアの外面には,』L1-』L2に相当する圧力が圧縮力として作用 し,

力の釣 り合い からこの反作用として,モルタルの内面には,同等の圧力が圧縮力

として作用する｡なお,コアの内面には,氷からの圧力が,圧縮力として作用し

ている｡

図 6-6は,凍結工程における複合モデルのモルタルの挙動を示したもので,モ

ルタル単体の場合と比較 している｡モルタル単体は,それ自体では,温度の低下

に伴い,顕熱を放出し,②まで収縮する｡このときの変形量を,』L3とする｡後

述の実験結果によれば,モルタルの線膨張係数はコアに比較 して大きい｡したが

って,温度の低下により,モルタルはコアに比べて大きく収縮 しようとするが,

その収縮が線膨張係数の小さいコアによって③まで抑制される｡ただし,コアの

凍結膨張の程度が大きければ,その影響を受けて,④まで膨張するモルタルの存

在も考えられる｡ここでは,複合モデルのコアが最大膨張を示した温度における

変形量 (①と③ との間),あるいはコアの凍結膨張によりその影響を受けて膨張

を示 している変形量 (①と④との間)のいずれかを』L4とする｡
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コア単体
(水がある状態)

③
④
①
②

●(丑から凍結開始

●水がないと,②まで収縮

,コアの表面

●コアには,水が含まれている
ので,③まで膨張

複合モデルのコア

(水がある状態)

③
④
㊤
②

モルタル

●モルタル-内め主アは,モノレタノレによって膨
張が抑制される
●その際の変形量は,②と④との間になり,
これを』L2とする
●コアの外面には,∠L2-』Llの変形量に相
当する圧力が,圧縮力として作用
●この反作用として,モルタルの内面にはこ
れと同等の･圧力が,圧縮力として作用
●コアの内面には,氷からの圧力が,圧縮力
として作用

図6-5 凍結工程における複合モデルのコアの挙動
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モルタル単体

(水がある状態)

モルタル

●①から凍結開始

複合モデルのモルタル

●熱の放出に伴 う分子運動の低下
に伴い,②まで収縮
●その際の変形量をAL3とする

●コアとモルタルを組合わせた複合モデル
は,線膨脹係数の小さいコアを組合わせ
ているために,複合モデルの線膨張係数
は小さくなり,モルタル単体に比べて収
縮は抑制される
●収縮が③で抑制されるモルタルと,コア

･ 宗雷雲蒜蒜誓完言‡:uIJbv警警志姦悪警
在する
●その際の変形量を,いずれも』L4とする
●モルタルには,コアから作用する膨張力
の反力として②まで縮みたい圧縮力が働
くので,モルタルの外面には』L3-』L4
の変形量に相当する圧力が,圧縮力とし
て作用する

図6-6 凍結工程における複合モデルのモルタルの挙動
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6.3.2複合モデルのひずみ

一例として,5サイクル目のコア単体の温度とひずみの関係を,図6･7に示す｡

なお,第 4章でも示したように,凍結工程では,外力によるひずみがなくても熱

出力が生じる｡温度変化とともに外力を受けるような場合には,温度と熱出力 (ひ

ずみ)との関係式により,測定値の指示値からこの熱出力を補正する必要がある｡

+60℃から-60℃までの温度と熱出力の関係式は,温度を変数とした (6-1)

の 4次式で示されており,実験では測定器の指示値からこの関係式を用いて温度

変化に対応 した熱出力を補正し,補正後のひずみを実際のひずみとして扱った｡

Eapp- - 5.00×101+4.05×T1-8.98×10~2×T2

+5.61×10~4×T3-1.76×10~6×T4 (6-1)

ここに, Eapp:ひずみゲージの温度変化による熱出力 (〟m/m)

T:ひずみゲージの温度 (℃)

すでに4サイクルの凍結融解作用を受けており,凍結前のひずみには,残留膨

張がみられる｡凍結開始点(丑をスター トした供試体は,温度の低下に伴い,収縮

が緩やかに進行し,-5℃を過ぎたA点からコアの空隙に含まれる水の凍結膨張に

より,圧力が徐々に大きくなって膨張する｡図 6･4のモデルに示したように,コ

アの空隙に水が含まれていなければ,そのまま②まで収縮するはずである｡図6-7

においても,②に相当するひずみを知る必要があるため,ひずみが最大変形量を

示 した③以降の温度 とひずみの関係を参考にして赤の実線で示 したひずみを想

定し,これを求めた｡

実際の供試体は,空隙の中に水が充満しており,水が凍結すると体積膨張を引

き起こし,ひずみの増加は,-18℃程度まで続く｡この膨張は,③で終了してい

るので,ヲアの空隙に含まれる水は,-18℃程度で,そのすべてが凍結を終えて
いるといってよい｡したがって,この供試体の空隙に含まれる水の凍結による膨

張の程度は,②と③のひずみの差 697×10~6に相当する｡

③以降の収縮の勾配は,凍結を始めた直後の収縮の勾配とほぼ等しい｡所定の

最低温度に到達した供試体は,融解工程に移行し,凍結工程の履歴を引き返すは

ずであるが,実際にはそうはなっていない｡図 6-3の供試体の温度変化で示した

ように,凍結工程終了間際の温度勾配に比べて融解工程開始直後の温度勾配の方

が大きく,温度変化に対してひずみの変化が追随していけないのが,その原因で

あると考えられる｡氷は融解熱を吸収しながら,徐々に融解 し,これに伴い,供

試体の体積は元の大きさに戻ろうとする｡ただし,融解を終える時点のひずみは,
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図 6-7 温度とひずみの関係 (コア単体)
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同サイクルを始めた時点のひずみよりも大きく,これがサイクルの進行に伴い

徐々に蓄積されて,残留ひずみが形成される｡

氷が融解すると,水分子間の水素結合はあちこちで切れ,水分子はより自由に

運動できるようになる｡しかしながら,すべての水素結合が融点で一度に切れる

のではなく,そのかなりの部分は融解の後も残存 してお り,液体の水の中でも多

数の水分子が水素結合によって結びつき合い,氷に似た構造をつくっている集団

(クラスター)が至る所にできているといわれている｡氷が融解するときに体積

が減少するのは,水素結合が切れて自由になった水分子が,まだ氷の構造を多分

に残 しているクラスターの中にある大きな空孔の中に熱運動によって入 り込む

ためであると考えられている 2)｡

同様に,図 6-8に,複合モデル 30-6のコアにおける温度とひずみの関係を示

す｡コア単体の場合と同様に,-5℃を過ぎた Aを変曲点として,凍結による膨

張ひずみが表れている｡ひずみの増大による圧力の上昇は,-10℃程度の③で最

大となる｡コアの空隙に水が含まれていなければ,図 6-5に示したモデルのよう

に,②まで収縮するはずである｡ここでも,図 6-7に倣い,仮想の収縮曲線を赤

の実線で示した｡最大膨張ひずみは 83×10~6で,コア単体に比べて小さく,明

らかにそのひずみがモルタルによって抑制されていることが示されている｡

図6-9に,複合モデル 30-6のモルタルの挙動を示す｡図6-6に示 したように,

複合モデルのモルタルについては,モルタル単体のひずみと比較 し,圧縮力の程
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度を把握する必要があることから,モルタル単体の挙動も併せて示した｡複合モ

デルのモルタルは,-5℃を過ぎたあたりから膨張を示 していることから,この

モルタルは,図 6-6に示した ｢コアの膨張のためにモルタルも膨張し,収縮が④

で抑制されるモルタル｣に該当する｡両者のひずみの差-103×10~6が,モルタ

ルの外面に作用する圧縮力を算出する際に用いられるひずみとなる｡

同様にして,5サイクルにおける他の複合モデルおよび 25サイクルにおける

3つの複合モデルに生じるひずみを求めた｡その結果を表 6-2に示す｡

表 6-2 コア単体および複合モデルのコアとモルタルに生じたひずみ

サイクル ひずみ (×10~6)
コア単体. 30-6 40-6 50-6

5 E l 697
E2 83 130 220
E3 -208 -305 -343
E4 -105 -161 -90

25 E 1 881
E2 85 176 279
E3 -196 -310 -378

6.4厚肉円筒モデルによる解析

6.4.1厚肉円筒モデルの概念

図 6-10は,内外圧を受ける厚肉円筒モデルである｡このモデルに内圧,およ

び外圧が作用すると,半径方向の応力と接線方向の応力は,下記のようになる4)0

円筒の内半径,および外半径をそれぞれr.およびr2とし,内圧,および外圧を

p.およびP2とする｡半径rの位置にdrの厚さの微小環 (軸方向長さb)をとり,半

径方向の応力6,と接線方向の応力C,tの間の力のつり合いを考えると,式 (6- 2)

のように表される｡

(cT,+dq,)×2(r+dr)b-C,,.×2rb-20･ldrb (6- 2)

ここで,あは円筒の長さである｡二次以上の微小量を無視すれば,式 (6-2)

は式 (6-3)のように表される｡

Jt=6,+r
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Ur+dull

Ui

l

図6-10 内外圧を受ける厚肉円筒モデル

円筒の横断面は,圧力を受けた後も平面であると仮定し,断面中の任意の点に

おける応力C'lおよび6,は主応力となり,主応力の一次不変量の関係から,円筒長

手方向では,式 (6-4)が得 られる｡

ql+6,-一定=2f (6-4)

式 (6-3)の6,を式 (6-4)に代入すると,式 (6-5)が得られる｡

2f=2cT,.+r

したがって,

d(J,r2)
dr

よって,

-2,6,.+,2重 - (2g,+,也 ),-2卓′
dr dr

d (6,.r2) -2争･dr
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積分定数をCとすると,上式は次のように積分できる｡

二_=二 二
(6-8)

一般に,r-rlで6,--Pl,r-r,で6,--P2であるから,これよりgおよびCが定ま

る｡

f=

C-

2 2
Plr1-P2r2
2 2
r2-rl

r12,22(p2-P.)
2 2
r2-rl

(6-9)

(6-10)

したがって,半径方向の応力C,,と接線方向の応力C,,は,式 (6-ll)および式

(6-12)で求められる｡

plr12lP2,22 ,12,22(p1-P2)
J,=~▲▲っ ーr72 2
r22 - ,.2 (,221,.2),2

61=

2 2
PlrlIP2r2 r12,22(p.IP2)

r22-,12 (,22-,12),2

(6-ll)

(6-12)

図 6-11は,一連の検討を踏まえ,凍結工程における複合モデルのモルタルと

コアに作用する内圧と外圧を模式的に示したものである.ここでは,PlおよびP2

をモルタルに作用する内圧および外圧,P3およびP.をコアに作用する内圧および

外圧とする｡
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P.:モルタルの内面に

作用する圧力

P2:モルタルの外面に

作用する圧力

P,:コアの内面に作用

する圧力

P.:コアの外面に作用

する圧力

図6-11 凍結工程における複合モデルのモルタル

とコアに作用する内圧 と外圧

6.4.2複合モデルに作用する圧力と解析結果の一例

表6-3に,それぞれの供試体の圧縮強度,割裂引張強度,ヤング係数およびポ

アソン比を示す｡モルタルについては,試験開始材齢である材齢 14日における

値である｡ヤング係数およびポアソン比は,JISA1149｢コンクリー トの静弾性

係数試験｣ によって求めた｡なお,モルタルについてのこれらの値は,サイクル

の進展に伴い,変化すると思われるが,ここではこの変化を無視する｡

表 6-3 それぞれの供試体のヤング係数およびポアソン比

供試体の種類 圧縮強度 割裂引張強度 ヤング係数 ポアソン比
(N/mm2) (N/mm2) (×104N/mm2)

コア単体 52.3 4.5 1.60 0.25

モルタル 30-6 59.7 4.7 2.64 0.2540-6 54ー7 3.7 2.46 0.21

50-6 33.0 3.2 2.34 0.30
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複合モデルのモルタルとコアに作用する応力を求めるために,これらに作用す

る内圧および外圧を求める｡その前提として,凍結工程におけるコア単体の内面

に作用する圧力p3を求める｡コア単体の吸水率は,4.39%である｡ここで,Wwを

コアに含まれる水の質量,wsをコアの質量とすると,水の質量とその容積vwは

密度を 1とすると同一なので,コアの吸水率は,式 (6-13)で表される｡

型 =塑 =0.0439 (6-13)
Ws Ws

よって,上式は,Ww-Vw-0.0439Wsとなる｡コアの空隙を含まない容積をvs,

コアの真密度を2.90と仮定すると,Ws-ps･Vs-2.90Vsとなる｡

コアの体積をV,コアに含まれる空隙の体積をVvとすると,コアの空隙率は,

式 (6-14)で表される｡

コアの空隙率-聖 ×100
V

(6-14)

vv-ww,V-vs+wwを式 (6114)代入すると,吸水率 4.39%のコアの空隙

率は,下記のようになる｡

Ww 0.0439WsWw
聖 ×100-- ×100-

V Vs+Ww _堅 _+0.0439Ws

×100-11.3%

2.90

図 6-12に示すように,コアに含まれる空隙が中心部に集合しているモデルを

想定する.コアに含まれる空隙の内径をrl,コアの内径をr2とすると,コアの空

隙率は 11.3%であるので,式 (6-15)が成立する｡

4冗r13
3

47Tr23
3

上式に,r2-15mmを代入すると,r1-0.483rF7.2mmとなる｡
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Et:円周方向のひずみ

Et: EI

図 6-12 コア単体のモデル

それぞれの供試体のひずみは,円周方向で測定 してお り,そのひずみと供試体

に生 じる応力は,厚肉円筒モデルによって,式 (6-16)で求められる｡

El-去(61- VJr) (6-16)

ここに, と′ :円周方向のひずみ (×10~6)

JI:供試体に生 じる接線方向の応力 (N/mm2)

C,,.:供試体に生 じる半径方向の応力 (N/mm2)

E:ヤング係数 (×104N/mm2)

γ :ポアソン比

コア単体の場合,式 (6-ll)および (6-12)は,P.およびP2をP3およびP.と入

れ替えて,式 (6-17)および式 (6-18)のようになる｡

0-,

CTI=

p,r.21P.,22 ,.2,22(p,-p.)
r22-,.2 (,,2-,12),2

p,r.2-p.,22 ,.2,22(p,-p.)

r,2I,.2 (,,21,.2),2

r-r,のとき,式 (6-17)より,P.-0なので,
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J,

2 2
p3r.7 4r2 r12,22(p3lP.)

r22-r.2 (,22-,12),,2

2 2
p3r1-P.r2 r.2(p3-P.)
2 2 2 2
r2-rl r2 -rl

同様に,r-r2のとき,式 (6-17)より,P.-0なので,

all=

2 2
p3r1-P.r2.r12,22(p,-p.)

r22-,12 (,22-,12),,2

2 2
p3rrP.r2 .r12(p3-P.)
2 2 2 2
r2lrl r2-rl

2 2
r2-rl

これを,式 (6-16)に代入すると,式 (6-19)のようになる｡

Et-i(51-vur)-i(Jt)-去〔寅 )

ここで, El- Elなので,P,は式 (6-20)のように表される｡

P3-
EEL(r22-,12L E el
2r12 2r12

(6-19)

(6-20)

図 6･7で求めたように,5サイクル 目におけるコアの凍結に伴 う円周方向の最

大膨張ひずみは697×10~6である｡この膨張ひずみをもたらす圧力を式 (6-20)

によって求めると,次のようになる｡

P3-
E el(r,212L1.60×104×697×10-6×152-7.22
2r12 2x7･22

-18.6(N/mm2)

この.P,を式 (6117)および (6-18)に代入すると,応力は次のようになる｡

r-rlのとき U,
p,r12-p.,22 r12,22(p,
r22-,.2 (,22-,.

7.22-152

152-7.22
ニー18.6(N/mm2)
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r-r,のとき 6,A

r-r.のとき J/=

p,r.2-p.,22 ,.2,,2(p,-p.)

r22I ,.2 (,22- ,.2),2

2 2
p3r.IP.r2 .r.2,22(p3-P.)

r,2-,.2 (,22-,.2),2

,=,,のとき 6 ,- 竺 コ 竺 -+無

2 2

2 2＼

- o (N/mm2)

=18･6x(7･22･152)= 29.7(N/mm2)
152-7.22

p.)=18･6×7･22×2

r2212 (,,2-,.2),2 15217･22
-ll.1(N/mm2)

5サイクルにおけるコア単体の応力分布図を,図 6-13に模式的に示す｡半径方

向では圧縮応力が生じているが,接線方向ではr1-7.2mm,r2-15mmのいずれでも,

引張強度を上回る引張応力が生じてお り,その引張応力はr,-7.2mmで最も大きく

なっている｡この計算結果によれば,コアは内部に存在する水の凍結によって,

引張破壊することになる｡コア供試体は,コーティングされており,目視によっ

て状態を確認できなかったが,もし破壊 しているとすれば,ひずみゲージも破損

し,ひずみの測定は不可能となるはずである｡しかし,ひずみは測定できてお り,

コアが引張破壊 しているとは考えにくい｡

厚肉円筒モデルを用いて解析するため,コア単体のモデルでは,コアの中の水

を中心部に集めた一塊としてお り,水が分散 して存在 している実際のコアとは,

状況が大きくかけ離れている｡水が分散 していれば,局部的な破壊は生じるとし

ても,全体的な破壊までには容易に至らない可能性が強い｡ここでは,凍結時に

おいて複合モデルのコアおよびモルタルに発生する応力を求めようとしている｡

コア単体では,凍結時に697×10-6もの膨張ひずみが生じるのは,紛れもない事

図 6-13 コア単体の応力分布図 (5サイクル)
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実であり,これをもたらす大きな内圧が働いていると受け止めざるを得ない｡こ

こでは,解析上,上で求めた内圧が作用すると考えることにした｡

次に,複合モデル 30-6を対象として,コアに作用する外圧を求める｡コア単

体では,凍結時に最大で,697×10~6の膨張ひずみが生 じる｡コアはモルタルに

包まれても,これだけ膨張しようとすると仮定する｡ところが,図 6-8のように,

モルタル中では,コアの膨張ひずみは 83×10~6に過ぎない｡この差の分だけ,

コアはモルタルによって膨張を拘束されていることになる｡換言すれば,図 6-14

に示すように,コアはモルタルによって外圧p.を受けていることになるOなお,

Et:円周方向のひずみ

Et: E2- E1

図 6-14 モルタルによって外圧を受けるコア

コア単体とモルタル中でのコアでは,最大の膨張を示す温度が異なるが,ここで

はこれを無視する｡

式 (6-17)および式 (6-18)に,r.-0,P,-0を代入すると,

JI･

0-(=

p,r.2-p.,22 ,.2,22(p,-p.)

r,21 2 (,22-,.2),2

p3r.2-p.,22 ,12,22(p,-p.)

r22-,.2 (,22-,.2),2

=- P4

=- P4

式 (6-16)に,6,.およびJIを代入すると,
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Et-i(Jt- VJr)-去(-p4-V(-P4))-諜 (llV)
ここで, Et- E2-E.なので,P.は式 (6121)のようになる.

P4-二三旦 =-(E2-E.)E1-v 1-V
(6-21)

30-6の場合, EE-(E2l El)-(83-697)ニー614(×10ー6) となり,これを式 (6
-21)に代入すると,

-ELE- (-614×10J)×1･60×104=13.1(N/mm2)
p4=有司 ~ (1-0.25)

複合モデルのコアの場合,図 6-12と国 6-14を併せた図 6-15に示すようなモ

デルとなり,必要な値を式 (6-17)および式 (6-18)に代入することによって,

半径方向の応力6,と接線方向の応力C,tが,次のように求められる｡

r-rlのとき J,

r-r2のとき J,

p3r121P.,22 ,12,22(p3-P.)

r,2-,.2 (,22I,.2) ,2

p,r12-p.,22 ,.2,22(p,-p.)

r22-,.2 (,22-,12) ,2

ニー18.6(N/mm2)

ニー13.1(N/mm2)

2 2

r-rlのとき Jl-誓 警 一･r(12r22空r.32,-:42'--4･3(N/--2)
2
r21r1

2 2

r-r2のとき Uf-警 苧 -+r(1;2r22Zi.32,-:42'--9･8(N/--2)r2lrl
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【複合モデル 30-6の場合】

P3=18･6(N/mm2)

P.:13･1(N/mm2)

r.:7･2(mm)

r2:15(mm)

図 6-15 複合モデルのコアに作用する

内圧および外圧

図 6-16は,複合モデル 30-6のコアの応力分布を,模式的に示したものであ

る｡コアは,内部の空隙に存在する水が凍ることによって内圧を受け,周囲のモ

ルタルの拘束によって外圧を受ける｡そのような状態で,本条件の場合,コアの

内部に発生する応力は,半径方向および接線方向とも圧縮であり,引張りは生じ

ない｡発生する圧縮応力は,コアの圧縮強度に比べてきわめて小さく,コアが破

壊することはない｡前述のように,コア単体では,計算上破壊をもたらすような

引張応力が発生するが,モルタル中では膨張を拘束する外圧が作用し,破壊を免

れることになる｡

図6-16 複合モデル 30-6のコアの応力分布図 (5サイクル)
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続いて,複合モデル 30-6のモルタルに作用する内圧,および外圧について検

討する｡図 6-9のように,モルタル単体に比べ,複合体のモルタルの凍結に伴 う

収縮は小さい｡内部に線膨張係数が小さく,しかも凍結によって膨張するコアが

存在するためである｡したがって,モルタルにとっては,収縮を拘束され,その

分,コアによって膨張させ られていることになる｡膨張させ られているモルタル

は,収縮 しようとする｡この収縮 しようとする力を,図 6-17に示すように複合

モデルのモルタルに働 く外圧p2と考えるO

外圧p2は,複合モデルのコアが受ける外圧を求めたときと同様に,式 (6-22)

で示される｡

P2-
二三旦 = -(E,-E.)E1-v 1-V

(6-22)

3016の場合,E,-(E,-i.)-(-208-(-105))ニー103(×10-6) となり,これ

を式 (6-22)に代入すると,

-E,E一一(-103×10J)×2･64×104=3.6(N/mm2)
p2=『苛- (1-0.25)

図 6-17 モルタルに作用する外圧
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複合モデルのモルタルの場合,内圧P.は,力の釣 り合い からコアの外圧P.と同

一であり,そのモデルは図 6-18のように示される｡必要な値を式 (6-17)およ

び式 (6-18)に代入することによって,半径方向の応力0-,と接線方向の応力6,

は,次のように求められる｡

r-r.のとき J,I

r-r,のとき cT,･

r-rlのとき JI=

plr121P2,22 ,.2,22(p.-p2)

r22-,12 (,,21,12),2

p.r.2-p,,22 ,.2,22(p1-P2)
2 2

r2lrl

2 2
Plrl~P2r2

2 2

r-r2のとき cTI-PlrlJP22r2+2
r21rl

(r22-,.2),2

r12,22b.-p,)

(r221,,2),2

r12,22b 1- P2)

(r221 2),2

ニー13.1(N/mm2)

ニ ー3.6 (N/mm2)

-16.6 (N/mm2)

-7.1(N/mm2)

【複合モデル 30-6の場合】

P.:13･1(N/mm2)

P2:3.6(N/mm2)

r.:15(mm)

㌔ :25(mm)

図6-18 複合モデルのモルタルに作用する

内圧および外圧
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図 6-19は,複合モデル 30-6のモルタルの応力分布図を,模式的に示したも

のである｡半径方向では,いずれの断面でも圧縮応力が生じているが,接線方向

では,いずれの断面でも引張強度を上回る引張応力が生じてお り,モルタルはコ

アの膨張により,5サイクルの時点で引張破壊 しているとの計算結果となる｡

図 6-19 複合モデル 30-6のモルタルの応力分布図 (5サイクル)

6.4.3厚肉円筒モデルによる解析結果

これまでに,複合モデル 30-6の 5サイクル 目を一例にとり,コアとモルタル

に作用する内圧 と外圧を求め,厚肉円筒モデルによる解析手法を用いて,半径方

向および接線方向に生じる応力を求めた｡これをまとめて示せば,図 6-20のよ

うになる｡図6-21および図 6-22は,同じく5サイクル 目における複合モデル 40

-6および 50-6の応力分布である｡また,表 6-4および表 6-5に,5サイクルの

ほかに 25サイクルも含め,作用する圧力および発生する応力を示す｡5サイク

ル 目に比べ,25サイクル 目での圧力および応力が総 じて大きくなる傾向にある｡
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【モルタル】 【コア】

図6-20 3016の半径方向と接線方向に生じる応力分布図 (5サイクル)

【モルタル】 【コア】

図6-21 40-6の半径方向と接線方向に生じる応力分布図 (5サイクル)

【モルタル】 【コア】

図6-22 50-6の半径方向と接線方向に生じる応力分布図 (5サイクル)
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表 6-4 複合モデルのモルタル とコアの内面および外面に作用する圧力

種類 圧力 (N/mm2)5サイクル 25サイクル

P1.P3 P2.P4 P1.P3 P2.P4

30-6 モル タノレ 13.1 3.6 17.0 3.3
コ ア 18.6 13.1 23.5 17.0

40-6 モル タノレ 12.1 4.5 15.0 4.4
コ ア 18.6 12.1 23.5 15.0

50-6 モル タノレ 10.2 8.5 12.8 ll.7

※ plおよびP,:モルタルに作用する内圧および外圧

※ p,およびろ :コアに作用する内圧および外圧

表 6-5 厚肉円筒モデルによるコアとモルタルに生じる応力の一覧表

種類 強度または応力 (N/mm2)
基準 5サイクル 25サイクル

内面 外面 内面 外面

コア単体 圧縮強度引張強度 52.34.5

30-6 圧縮強度引張強度M 半径方向 59.74.7 -13.1 -3.6 -17.0 -3.3
M接線方向 16.6 7.1 25.8 12.1

C半径方向 -18.6 -13.1 -23.5 -17.0

C接線方向 -4.3 -9.8 -6.6 -13.1

40-6 圧縮強度引張強度M 半径方向 54.73.7 -12.1 -4.5 -15.0 -4.4
M接線方向 ll.7 4.1 18.1 7.5

C半径方向 -18.6 -12.1 -23.5 -15.0

C接線方向 -1.7 -8.2 -1.4 -9.9

50-6 圧縮強度引張強度M 半径方向 33_03.2 -10.2 -8.5 -12.8 -ll_7
M接線方向 -4.9 -6.6 -9.4 -10.5

C半径方向 -18ー6 -10.2 -23.5 -12.8

※ M :モルタル,C:コア

正 :引張応力,負 :圧縮応力

赤字 :引張強度以上の引張応力
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国6-20-図 6-22に着 目し,前章で得られた実験結果と関連付けてみる｡前章

の結果では,30-6および 40-6に相当するコンクリー トが耐凍害性に極めて劣

り,50-6に相当するコンクリー トは耐凍害性を確保できていた｡

圃 6･20によれば,30-6の場合,コアに発生するのは,半径方向および接線

方向とも圧縮応力のみであり,しかも 25サイクルでは,この圧縮応力が大きく

なっていることから,周囲のモルタルに格別の変化がない限り,サイクルの進行

に伴って,圧縮応力は増大すると推察される｡しかし,その値からして,圧縮強

度を超えることはないと思われる｡

これに対し,モルタルでは,接線方向に引張応力が発生し,それは引張強度を

超えている｡計算上はモルタルが引張破壊することになるが,コア単独の場合で

考察したように,ひずみの測定が可能であることから,実際は破壊が生じていな

いと考えられる｡ただし,接線方向に引張応力が発生するのは疑いなく,25サイ

クルでは,この応力が増大していることから,いずれモルタルは引張破壊に至る

可能性がある｡コンクリー トの凍結融解試験でも,このモデルに該当するコンク

リー トの場合,試験終了後には幅の広いひび割れが多数観察された｡ここでの解

析結果からすれば,骨材の膨張による圧力がモルタルに引張応力を発生させ,コ

ンクリー トのひび割れの発生を招いたことになる｡

30-6に該当するコンクリー トの場合,凍結融解作用によって骨材にもひび割

れが発生し,中には崩壊ともいえる状態の骨材もみられた｡ところが,ここでの

解析結果によれば,コアには圧縮応力のみが作用し,それが破壊をもたらすよう

な値になるとは考えにくい｡ただし,これは周囲のモルタルが健全で,コアの膨

張を抑制している場合であり,モルタルが破壊すれば,拘束効果が損なわれ,コ

アにとっては,自由に膨張できる状態に近づく｡もしまったく自由に膨張できれ

ば,前掲の図 6-13のようなコア単体の場合と同じような状態となり,内部には

接線方向の引張応力が発生すると考えられる｡この引張応力が引張強度を超えれ

ば,ひび割れが発生したり,崩壊状態になったりすることになり,実際にも,コ

ンクリー トの凍結融解試験で,この現象が生じたものと推察される｡

40-6に該当するコンクリー トも凍結融解試験で著しい劣化を示した｡図6-21

のように,モルタルおよびコアとも,30-6と同じような応力状態にあり,コン

クリー トの劣化を30-6の場合と同じ因果関係で説明できる｡

50-6に相当するコンクリー トは,凍結融解試験で耐凍害性を確保できた｡図

6･22のように,この複合モデルの応力状態は,他のモデルと異なっている｡ひと

つは,コアの一部に引張応力が発生している点であるが,それは強度を超える値

ではない｡ただし,25サイクルでは,この引張応力が大きくなっており,これに

よって,コアにひび割れが生じる可能性もある｡コンクリー トの凍結融解試験で
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も,これに該当するコンクリー トは耐凍害性を確保できたが,試験終了後の断面

観察では,ひび割れが発生している骨材も見受けられた｡

注目すべきは,モルタルの応力分布であり,半径方向のみならず,接線方向も

圧縮となっている｡この計算結果からすれば,モルタルにひび割れが入ることは

なく,事実,コンクリー トの凍結融解試験でも,目立ったひび割れが観察されて

いない｡

50-6の場合,モルタルの弾性係数が小さく,コアの膨張を抑制する能力が相

対的に小さい｡コアの膨張をある程度許すため,コアには引張応力が発生すると

考えられる｡モルタルは,コアの膨張を抑制する反作用として,コアから内圧を

受ける｡抑制の程度が小さければ,内圧も小さい｡モルタル内部の応力は,外圧

と内圧の大きさによって異なるが,50-6の場合,内圧が外圧に比べて相対的に

小さくなって,内部は引張り状態にならないと推察される｡そのため,コンクリ

ー トの凍結融解試験でも,モルタルは健全な状態を保ち,結果的に耐凍害性を確

保したと解釈できる｡

以上の解析結果には,定量的検討に耐え難い面もあるが,少なくとも定性的に

は,耐凍害性の観点から低品質骨材を有効に利用するに際しての留意点が明らか

になったといえる｡すなわち,骨材が低品質の場合,それ自体が凍結によって膨

張しようとするが,その膨張をできるだけ拘束しないような配合とすれば,耐凍

害性を確保できる可能性がある｡具体的には,水セメント比を大きく設定するこ

とであり,モルタルのヤング率が小さくなって,骨材の膨張を拘束する程度が弱

まる｡この場合,モルタルおよび骨材とも低強度であるため,コンクリー トとし

ての強度の確保が難しくなるが,構造物の種類や部材によっては,それほど強度

を必要としないものもあり,そのような箇所-の適用が考えられる｡

6.4.4 細孔径分布による考察

水セメント比を大きくするほど,低品質骨材を用いたコンクリー トの耐凍害性

が高まる現象を,別の角度から検討 してみる.図 6･23は,水銀圧入式ポロシメ

ータによって求めた細孔径分布を示している｡各モデル別にモルタルおよび骨材

の分布を示しており,骨材は共通である｡

対象とした骨材には,多量の細孔が含まれており,細孔中の水が凍結すれば,

大きく膨張するのは当然といえる｡骨材の細孔径分布は,水セメント比 30%のモ

ルタルに近似している｡モルタルの細孔径分布は,水セメント比が大きくなるほ

ど,粗大孔側にシフ トし,たとえば水セメン ト比 50%では,骨材とは明らかに異

なる細孔径分布となる｡

前掲の図 6･3に示されるように,複合モデルのモルタルとコアとで,凍結融解
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【30-6】 【40-6】 【50-6】

図 6-23 モ ルタルとコアの細孔量

に伴 う温度履歴にそれほどの差がない｡コンクリー トを想定すれば,当然のこと

ながら,表面部の温度低下や温度上昇が内部に先行するが,同じ部分にあるモル

タルと骨材 とでは,温度変化が同じであるとして差 し支えないように思われる｡

モルタルあるいは骨材を問わず,凍結工程における細孔中の水の凍結は,粗大

孔において先行する｡水セメン ト比 50%では,モルタル中に粗大孔が多く,同じ

温度であっても,まずこの細孔中の水が凍結する｡モルタルの場合,細孔中の水

には,アルカリ成分が溶解 してお り,凍結に伴い,このアルカリ成分はまだ凍結

していないアルカリ溶液に析出して,その部分のアルカ リ濃度を高める｡一方,

骨材の細孔は相対的に微細であり,細孔中の水は凍結 しにくく,しかもアルカリ

成分は存在 しない｡そのため,濃度差によって浸透圧が生じ,骨材中の水は,モ

ルタル中のまだ凍結 していない高濃度の細孔-と移動する｡たとえば,水セメン

ト比 30%では,モルタル と骨材の細孔径分布が近似 しているため,凍結がほぼ同

時に起こり,骨材からモルタル-の水の移動は,ほとんど生じないと考えられる｡

水セメン ト比 50%において,骨材からモルタル-水が移動するとすれば,骨材

中の含水程度が低まり,その分,凍結に伴 う膨張が小さくなって,劣化の恐れが

弱まる｡一方,水が移動 してきた側のモルタルにとっては,劣化の危険性が高ま

ることになるが,モルタルには連行気泡が存在 してお り,水圧の高まりを緩和し

て,劣化を招かないと考えられる｡

このように,モルタルと骨材 との細孔径分布の兼ね合いも,水セメン ト比の大

きなコンクリー トで,耐凍害性を確保できた理由のひとつとなっている可能性が

ある｡
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6.5結言

低品質の粗骨材からコアを採取し,これをモルタルと組み合わせた複合モデル

を作製し,凍結融解作用にともなうコアとモルタルのひずみを測定した｡得られ

た結果から,これらに作用する内圧および外圧を算出し,厚肉円筒モデルの解析

手法によって,半径方向および接線方向に生じる応力を求めた｡これらの応力を,

コアあるいはモルタルの強度と比較した結果,次の結果が得られた｡

(1)コア単体の応力分布図によると,半径方向では圧縮強度を下回る圧縮応力

が生じているが,接線方向では,引張強度を上回る引張応力が生じている｡

ただし,これは,あくまでも,コアの中の水を中心部に集めた一塊として

想定した場合の結果であり,凍結融解に伴 うひずみは測定できているので,

コアが引張破壊 しているとは考えにくい｡

(2)複合モデルでは,供試体の種類により,異なる結果が得られた｡30-6お

よび 40-6のコアの場合,半径方向および接線方向いずれでも生じている

のは圧縮応力であり,サイクルの進行に伴い増加する傾向は見られるもの

の,圧縮強度を上回ることは考えられない｡

(3)これに対し,30-6および 40-6のモルタル､の場合,半径方向で生じてい

たのは圧縮強度以下の圧縮応力で問題はないが,接線方向では引張強度を

大きく上回る引張応力が生じている｡コンクリー トの凍結融解試験でも,

このモデルに相当するコンクリー トは,試験終了後には幅の広いひび割れ

が多数観察されたことから,骨材の膨張による圧力がモルタルに引張応力

を発生させ,コンクリー トにはひび割れが発生したものと考えられる｡

(4)一方,50-6のモルタルの場合には,内圧が外圧に比べて相対的に小さく

なり,内部には引張応力が生じなかったと考えられる｡ただし,コアには

引張応力が生じている｡モルタルの弾性係数が小さく,コアの膨張を抑制

する能力が小さいために,コアには引張応力が発生するものと考えられる｡

(5)骨材が低品質の場合,その膨張をできるだけ拘束しないように,水セメン

ト比の大きいモルタルで包むことが重要であり,この場合,強度の確保が

困難になると考えられるが,構造物の種類や部材を限定すれば,使用する

ことが可能になると考えられる｡

(6)モルタルと骨材の細孔径分布による考察でも,同様の結果が得られた｡す

なわち,水セメント比の大きいモルタルの方が粗大孔が多いので,骨材に

比べて凍結しやすく,凍結したモルタルのアルカリ成分は,未凍結のアル

カリ溶液に析出し,濃度が高くなる｡しかしながら,骨材にはアルカリ成

分は溶出しておらず,これによって浸透圧が生じ,骨材の未凍結水はモル

タルに移動する｡移動によって生じる圧力は連行気泡によって軽減され,
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耐凍害性は良好になったものと考えられる｡
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第7章 結 論

コンクリー トがメンテナンスフリーという時代は,とうの昔に過ぎ去ってしま

った感がある｡現在は,維持管理の時代だという｡コンクリー ト構造物をなるべ

く長持ちさせようという,発想がそこには潜んでいる｡岩手県のような寒冷地で

は,耐凍害性の確保が,耐久性の確保に通じるといっても過言ではないほど,漢

結融解抵抗性の確保は重要視されてきた｡それに加え,骨材の低品質化が大きな

問題 となっている｡これまで述べてきたように,吸水率の大きな骨材は,耐凍害

性の確保が困難になる｡しかしながら,今後は,このような低品質骨材を用いざ

るを得ない状況にあり,しかもコス ト削減の観点から,なるべく長持ちさせるコ

ンクリー トとなるように製造することが,生コンクリー ト製造業に従事する筆者

にとっては重要であると考え,一連の検討を行ってきた｡

本研究を始める動機 となった生コンクリー トを対象とした凍結融解試験では,

生コンクリー トの耐凍害性に関わる問題点を明らかにすることができた｡細骨材

に含まれる異物が耐凍害性に影響を及ぼしていること,骨材の品質の低下が耐凍

害性の低下を招いている例があることを契機 として,コンクリー トだけでなく,

低品質骨材 自体の耐凍害性についても明らかにすることができた｡これに加え,

低品質骨材を用いたコンクリー トの耐凍害性を確保する観点から,配合の影響に

ついても検討 し,一般的な原則にとらわれるのではなく,骨材の晶質に見合った

配合とすることで,耐凍害性を得られる例があることを明らかにした｡さらに,

低品質骨材とモルタルを組み合わせた複合モデルによる解析を行 うことで,低品

質骨材を用いたコンクリー トの耐凍害性確保に関するメカニズムを明らかにし,

基礎資料を得ることができた｡以下に,本研究によって得られた結果を要約する｡

7.1実際に製造されている生コンクリートの耐凍害性

コンクリー ト構造物の耐凍害性を確保するには,まずこれに使われる生コンク

リー トの耐凍害性を把握する必要があることから,実際に製造されている生コン

クリー トを対象とした凍結融解試験を行った｡

全工場を対象とした耐久性指数の頻度図によると,耐久性指数 60以上の工場

が全体の 7割程度を占め,全工場平均の耐久性指数は 76%であり,耐久性指数

90以上の工場も多いことから,岩手県内の生コン工場から出荷されるコンクリー

トは,総体的には良好な耐凍害性を示していると言える｡しかしながら,耐久性

指数 60未満の工場が全体の 3割程度あり,この点は看過できない｡中には,最

初の 30サイクルで,相対動弾性係数が測定不能になる例も見られた｡

細骨材および粗骨材の吸水率と耐久性指数との関係によると,既存の文献で明

146



第7章

らかになっているように,細骨材より粗骨材の品質が耐凍害性に及ぼす影響が大

きいことが改めて示された｡ただし,粗骨材の吸水率が小さくても耐凍害性に劣

る例がいくつか見られ,粗骨材の吸水率のみでは耐凍害性を断定できない面も示

された｡

凍結融解試験を終えた供試体については,その外観を観察した｡認められた劣

化は,ポップアウト,スケーリングおよびひび割れであった｡ポップアウトは,

砂利のみおよび砂利 と砕石の混合使用の場合に,高い割合で発生しており,中に

は,粗骨材の吸水率が,1%以下にも関わらずポップアウトが発生している例も

見られた｡スケーリングの発生状況によると,砂のみの場合,その発生割合はそ

れほど大きくはないが,砕砂使用の6工場中,半分の 3工場でスケーリングが発

生していた｡この 3工場は,いずれも良質の砕石を用いているにもかかわらず,

耐久性指数 60未満を示した例である｡

コンクリー トの耐凍害性に及ぼす空気量の影響を検討 したところ,フレッシュ

コンクリー トよりも硬化コンクリー トの空気量が大きな影響を及ぼしているこ

とが明らかとなった｡空気量 3%以下の領域には,耐久性指数 60未満を示した

15工場のうち,11工場が分布 していることから,耐凍害性が特に要求される場

合には,硬化後の空気量を想定し,フレッシュコンクリー トの目標空気量を高く

設定することが有効な対策になると考えられる｡硬化コンクリー トの空気量と気

泡間隔係数の関係によると,気泡間隔係数 300〟m以下,硬化コンクリー トの空

気量で 3%以上が,コンクリー トの耐凍害性を確保する目安であるように思われ

る｡

土木学会コンクリー ト標準示方書では,コンクリー ト構造物の凍結融解作用に

関する照査として,相対動弾性係数を取り入れており,この点に関する検討を行

った｡その結果,粗骨材 として砂利を用いた場合,所要の水セメント比を満足し

ていても,これに対応する相対動弾性係数を満足できない恐れがあるので,注意

を要する｡コンクリー ト標準示方書によると,質量減少率も耐凍害性の指標とし

ているが,これを指標として用いる場合には,耐久性指数のように,サイクルに

よる変動がない指標 として処理する必要がある｡

圧縮強度については,総体的には耐凍害性に及ぼす影響は明確にはみられなか

ったが,粗骨材の吸水率の範囲を限定し,より詳細に検討すると,相対的に小さ

な圧縮強度の場合に,耐凍害性の低下を引き起こしている例も見られた｡

得られた結果を単一の要因のみで検討するには無理があるため,耐久性指数を

被説明変数,材料の物性や配合要因等を説明変数 として,重回帰分析を試みた｡

その結果,粗骨材の吸水率や空気量の影響力が比較的強く,細骨材の吸水率や圧

縮強度の影響力は小さいことが明らかとなり,一連の検討結果と符合する結果が
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得られた｡

7.2コンクリートの耐凍害性に及ぼす砕砂中のカーボンの影苧

実際に製造されている生コンクリー トを対象として,硬化コンクリー トの凍結

融解試験を行ったところ,吸水率が極めて小さく,フレッシュコンクリー トの空

気量も適切であったにも関わらず,耐凍害性に劣るコンクリー トが 3例見受けら

れた｡これらの生コンクリー トは,実際に出荷されており,このままでは耐凍害

性に劣る恐れがあることから,原因を解明し,改善策を打ち立てる必要に迫られ

た｡そこで,考えられる原因の真偽を確かめながら,実験を行 うことにした｡

まず,着目したのは骨材である｡これらの 3工場は,いずれも同じ砕石プラン

トで製造された砕石 ･砕砂を使用しており,石質である石灰岩そのものに問題が

あって,コンクリー トの耐凍害性が損なわれた可能性があると推察されたことか

ら,この点に関する実験を行った｡その結果,相対動弾性係数の低下は見られず,

耐久性指数は 90以上となったことから,骨材の石質が耐凍害性を低下させた原

因ではないと判断した｡

次の段階では,骨材の微粒分量に着目した｡当該工場で用いられている骨材に

は,微粒分が多く含まれている｡この微粒分量と混和剤の組合わせにより,コン

クリー トの気泡分布や気泡間隔係数が影響を受け,耐凍害性が劣った可能性もあ

り,この点に着目した実験を行った｡実験では,微粒分量をJISの上限値 7%を

上回る 9.5%と,それ以下の 0.9%に設定し,当該工場で使用している混和剤 B

を含む 6種類の混和剤を用いたコンクリー トの耐凍害性を比較した｡その結果,

いずれの混和剤も微粒分量の多いコンクリー トの方が,耐久性指数は大きくなっ

たことから,微粒分量の多いことが耐凍害性を損ねた原因ではないと判断した｡

AE剤の使用量に着 目すると,おしなべて微粒分量の多い方がその使用量は増

えている｡微粒分が存在すれば,気泡の分散効果が高まり,小さい気泡ができや

すくなるものの,小さい気泡は内圧が大きいために消失しやすくなると考えられ

る｡したがって,所定の空気量を確保するためには,気泡の液膜の粘性や弾性を

大きくする必要があり,これがAE剤の使用量が増えた原因ではないかと推察さ

れる｡

微粒分量の違いを硬化コンクリー ト内の気泡弦長の分布で比較すると,いずれ

の混和剤も,微粒分量の多いほうが耐凍害性の確保に効果があるといわれている

200〃.m 以下の気泡が多く,気泡間隔係数も小さくなっている｡これらの結果か

ら,微粒分量が多くなると気泡の分散効果が高まり,所定の空気量を確保するた

めに増量されるAE剤は,AE減水剤よりも気泡の安定性がよく,比較的小さい

気泡が硬化後のコンクリー トに多く滞留しているために気泡間隔係数が小さく
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なり,耐凍害性は良好になると考えられる｡

次に着 目したのは,砕砂に含まれる異物 (黒色物)の影響である｡ここでは,

混和剤の種類を限定し,当該工場で用いている混和剤 Bと前述の実験でいずれの

微粒分量でも耐凍害性が良好だった混和剤 Aの2種類を用い,砕砂に対する黒色

物の割合を3水準に設定し,凍結融解抵抗性を比較した｡540サイクルまで行っ

た凍結融解試験の結果によると,混和剤 Bを用いたコンクリー トは,黒色物の添

加量が増えるにつれて,相対動弾性係数が低下する傾向を示した｡空気残存率と

540サイクル時の相対動弾性係数の関係によると,いずれの混和剤も黒色物を添

加するほど,空気残存率は小さくなるが,混和剤 Bでその傾向が著しいことが明

らかとなった｡

硬化コンクリー トに含まれる気泡の累積個数を比較すると,混和剤 Aに比べて,

混和剤 Bを用いたコンクリー トは,耐凍害性の確保に有効な 100〃m程度以下の

微細な気泡が少ない｡この傾向は,黒色物の含有量が多くなるほど顕著である｡

混和剤 Bの場合,黒色物の存在によって,硬化コンクリー トに残存する空気泡が

少なくなり,しかも,微細な気泡が少なくて,耐凍害性が低下すると推察された｡

耐凍害性を確保する上で重要な働きをする気泡の泡立ちやすさは,混和剤の表

面張力と関連があるといわれており,混和剤に黒色物を加えた水溶液の表面張力

の時間的な変化を測定した｡混和剤 Aおよび Bに黒色物を加えた表面張力の経

時変化を見ると,混和剤 Aの場合には混和剤のみに比べて表面張力は大きくなる

ものの,その後の経時変化は見られなかった｡一方,混和剤 Bの場合には,混和

剤 Aよりも表面張力がさらに大きくなり,しかも時間の経過に伴い,表面張力が

徐々に大きくなる結果が得られた｡

一連の検討から,用いた砕砂にはカーボンが含まれており,混和剤 Bを用いた

コンクリー トの場合,練混ぜ時にはAE剤の使用量を増量して所要の空気量を確

保しても,凝結過程でカーボンの影響を受けて,一端生成 した気泡が消失して硬

化後の空気残存率が小さくなり,結果的に耐凍害性が損なわれたものと推察され

る｡

7.3凍結融解繰返し作用に対する低品質骨材自体の耐凍害性

骨材が低品質であれば,コンクリー トの耐凍害性を確保することは難しくなり,

格別の技術的配慮を必要とする｡この性能を満たす技術を確立するためには,ま

ず骨材自体が,凍結融解作用により,どのような挙動を示すか明らかにする必要

があるため,広範囲な品質の骨材を対象として,それら自体の凍結融解抵抗性を

調べ,低品質骨材を有効利用する際の基礎資料を得ることにした｡

対象とした骨材は,総計で 29種類である｡ここでは,吸水率に着目し,規格
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を満たさない骨材を低品質骨材 とみなした｡骨材 自体の凍結融解抵抗性には,内

部の空隙構造が関わると予想 されるため,水銀圧入法によって,細孔径分布を求

めた｡骨材の凍結融解抵抗性は,従来のJISA1122｢硫酸ナ トリウムによる骨材

の安定性試験方法｣では,水分の凍結に伴 う凍結融解抵抗性を正しく評価できな

い恐れがあるため,｢骨材 自体に直接,凍結融解作用を与える方法｣と ｢残留膨

張｣のふたっの指標によって評価 した｡

骨材の質量減少は,解析の便宜上,コンクリー トの耐久性指数に倣い,相対質

量に置き換え,骨材耐久性指数として算出した｡骨材の吸水率と骨材耐久性指数

の関係によると,総体的には,吸水率が小さいほど,高い耐久性指数を示す傾向

にある｡注 目すべきは,吸水率が 3-6%の範噂にある骨材であり,この範囲では,

骨材耐久性指数が,必ず しも吸水率に対応 していない｡ただし,吸水率が 6%を

上回ると,骨材耐久性指数はすべて 50を下回ったことから,いかに低品質骨材

の有効利用を図ろうとしても,それには限度があると言える｡

吸水率が4%および 5%と同程度で,骨材耐久性指数に違いがみられる骨材を2

種類ずつ選び,骨材粒子 100個の吸水率のばらつきを調べてみたところ,吸水率

のばらつきが大きく,吸水率の大きい粒子の混在の多い骨材の方が,低い骨材耐

久性指数を示した｡骨材粒子 100個のうち,吸水率が 5%以上の骨材粒子の割合

が多くなるほど,骨材耐久性指数は低くなる傾向を示 したことから,骨材 自体の

凍結融解抵抗性を吸水率で判断するにしても,吸水率のばらつきの程度や吸水率

の大きい粒子の混在割合にも着 目する必要がある｡

骨材自体の圧縮強度が大きくなるほど,総体的には,骨材耐久性指数が大きく

なってお り,圧縮強度も凍結融解抵抗性に関わっている｡前述の吸水率が 4%お

よび 5%と同程度で,骨材耐久性指数に違いがみられた 2組に着 目すると,吸水

率が 5%程度で,圧縮強度が小さい骨材は骨材耐久性指数も小さくなる傾向を示

した｡水の凍結は,骨材組織に引張力をもたらす｡そこで,引張強度と骨材耐久

性指数の関係を求めたところ,圧縮強度では説明がつかなかった吸水率 4%の骨

材は,引張強度が小さくなると骨材耐久性指数も小さくなる傾向を示 したことか

ら,骨材耐久性指数は圧縮強度よりは引張強度によく対応する結果が得 られた｡

次に,残留膨張に及ぼす骨材の物性の影響で明らかになった点を示す｡凍結融

解に伴 うひずみの変化を 100サイクルまで測定したところ,吸水率の小さい骨材

は単に収縮を繰 り返すだけであったが,吸水率が大きい骨材では,･5℃あたりか

ら膨張し始め,サイクルの進行に伴い,残留膨張も大きくなる挙動を示した｡骨

材の吸水率と残留膨張の関係によると,吸水率が大きくなるほど残留膨張も大き

くなる傾向を示した｡骨材耐久性指数で検討 した 2組に着 目すると,残留膨張は

ほぼ同じ値を示 してお り,骨材耐久性指数と残留膨張とは,凍結融解抵抗性の異
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なる面を捉えている可能性があることも明らかとなった｡

骨材の細孔径分布によると,良質骨材の細孔量はきわめて少ないのに対し,低

品質骨材の場合には,細孔量がきわめて多く,凍結融解後の細孔径分布が粗大方

向に移動する変化が見られた｡とくに,1〝m 以上の細孔量がほとんど変化して

いないのに対し,0.01-0.1〃m の細孔量が減少している点が注目され,この細

孔が凍結融解に伴い緩み,より粗大な細孔になったと推察された｡

そこで,0.01-0.1〟m の細孔量と残留膨張との関係を求めたところ,吸水率

と残留膨張との関係よりも,より明瞭な関係が見られた｡ただし,全体の傾向か

ら外れ,この領域の細孔量が多いにもかかわらず,残留膨張の小さい骨材も見ら

れた｡ひずみの大きさには,弾性的性質が大きく関わるため,0.01-0.1〃m の

細孔量をヤング係数で除した変数を導入し,これと残留膨張との関係を求めた｡

両者には一定の関係があり,前述の全体の傾向から外れた骨材が,今度は全体の

傾向に治まったことから,残留膨張を凍結融解抵抗性の指標 とする場合には,

0.01-0.1〃.mの細孔量とヤング係数が関連要因となることが明らかとなった｡

吸水率が 3-6%で,JISを満足しない骨材でも,高い骨材耐久性指数と小さい

残留膨張を示すものがあり,耐凍害性の観点からは,これらを規格内骨材と同等

の扱いができると考えられる｡骨材耐久性指数や残留膨張に問題を残す骨材の場

合,コンクリー トの配合等を工夫すれば使用できる可能性があると考え,次の段

階の実験に進んだ｡

7.4 低品質骨材を用いたコンクリートの耐凍害性に及ぼす配合の影曹

ここでは,前章の実験で対象とした骨材の一部を用い,コンクリー トの耐凍害

性を調べた｡対象とした粗骨材は,総計で 17種類である｡絶乾密度および吸水

率ともに規格を満たさない骨材を低品質骨材とみなし,17種類中,14種類がこ

れに該当する｡

水セメント比 50%の場合,粗骨材の吸水率が小さいほど高い耐久性指数を示し

ており,しかも吸水率が 4.5%程度までであれば,ほとんどの耐久性指数が 100

程度を示したことから,規格外であっても,有効活用できる骨材が少なくないこ

とが明らかになった｡ただし,吸水率が 5%程度以上になると,ほとんどの耐久

性指数が60を下回ったことから,耐凍害性の確保は難 しいと言える｡

3段階に設定したフレッシュコンクリー トの空気量と耐久性指数の関係を水セ

メント比 50%,40%および 30%で比較すると,低品質骨材の場合,いずれの水

セメント比でも空気量 6%で耐久性指数が極値を示し,最も大きい値を示したこ

とから,適切な空気量を設定することで耐凍害性を確保できる可能性が示された｡

ただし,空気量と密接な関係のある気泡間隔係数に着目すると,必ずしも気泡間
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隔係数が小さくなるほど耐久性指数が大きくなる傾向は示されておらず,空気量

以外の要因が卓越 して極値が生じたことも考えられた｡

低品質骨材を用いても,水セメン ト比が小さいほど,圧縮強度は大きくなり,

一般の常識にかなう傾向を示した｡一方,耐凍害性の場合,低品質骨材の中には,

水セメント比が小さいほど,耐久性指数が小さいという,極めて特異な現象を示

すものも見られた｡

凍結融解に伴 う質量変化率の推移によると,劣化に伴い,質量が減少するコン

クリー トも見られたが,中にはひび割れの発生によりコンクリー トが吸水 し,著

しい質量増加を示す例も見受けられた｡ただし,劣化現象として,スケーリング

の発生は認められなかった｡質量変化率の増加が著しいコンクリー トは,長さ変

化率も大きくなる傾向を示した｡

低品質骨材を用いたコンクリー トは,長さ変化率が大きくなるほど耐久性指数

が小さくなる傾向を示したことから,内部組織の弛緩または崩壊が膨張をもたら

し,耐久性指数の低下につながったと考えられる｡著しい耐久性指数の低下を示

した水セメン ト比 30%のコンクリー トの断面を観察すると,粗骨材は崩壊状態に

あり,モルタルにもおびただしいひび割れと空隙が生じていた｡一方,水セメン

ト比 50%の場合には,粗骨材にはひび割れが生じている程度であり,モルタルに

生じているひび割れも小さかった｡

水セメント比 30%の耐久性指数が低下したのは,粗骨材の膨張を阻止しようと

するモルタルの働きが強く,そのために粗骨材に応力が発生し,崩壊に至ったと

推察され,粗骨材の膨張圧が徐々に大きくなり,モルタルにもひび割れが発生し

たものと考えられる｡一方,水セメント比 50%の場合には,モルタルの拘束力が

弱く,しかも骨材内部の水分が凍結した際に,骨材からの未凍結水が移動できる

ようなモルタルの空隙構造になっていたと考えられ,結果的に 80を上回る耐久

性指数を確保できたものと考えられる｡

低品質骨材を用い,空気量を6%に設定したコンクリー トが耐凍害性を確保で

きたのは,一見して適切な空気量の設定によると受け止められかねないが,それ

よりは,粗骨材とモルタルの晶質の組み合わせが,凍結融解に伴 う内部応力の発

生を小さくしたためであると考えるのが妥当であると思われる｡

300サイクル終了時のコンクリー トを観察すると,耐久性指数が著しく低下し

た水セメント比 30%および 40%のコンクリー トには,通常では観察されない 10

-20mm の巾のひび割れが無数に生じており,中にはポップアウトも見られたこ

とから,凍結時の膨張圧がきわめて大きいことが伺えた｡
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7.5低品質骨材とモルタルを組合わせた複合モデルによる照査

低品質の粗骨材からコアを採取し,これをモルタルと組み合わせた複合モデル

を作製し,凍結融解作用にともなうコアとモルタルのひずみを測定した｡得られ

た結果から,コアとモルタルに作用する内圧および外圧を算出し,厚肉円筒モデ

ルの解析手法を導入することで,半径方向および接線方向に生じる応力を求めた｡

これらの応力を,コアあるいはモルタルの圧縮強度あるいは引張強度と比較した

結果,次の結果が得られた｡

コア単体の応力分布図によると,半径方向では圧縮強度を下回る圧縮応力が生

じているが,接線方向では,引張応力を上回る引張強度が生じている｡ただし,

これは,あくまでも,コアの中の水を中心部に集めた一塊として想定した場合の

結果であり,凍結融解に伴 うひずみは測定できているので,コアが引張破壊 して

いるとは考えられない｡

複合モデルでは,供試体の種類により,異なる結果が得られた｡30-6および

40-6のコアの場合,半径方向および接線方向では,いずれも圧縮応力が生じて

いる｡サイクルの進行に伴い,その応力は増加する傾向は見られるものの,圧縮

強度を上回ることは考えられない｡

これに対し,30-6および 40-6のモルタルの場合,半径方向では圧縮強度以

下の圧縮応力が生じており,問題は見られないが,接線方向では引張強度を大き

く上回る引張応力が生じている｡コンクリー トの凍結融解試験でも,このモデル

に相当するコンクリー トは,試験終了後には幅の広いひび割れが多数観察された

ことから,骨材の膨張による圧力がモルタルに引張応力を発生させ,コンクリー

トにはひび割れが生じたものと考えられる｡

一方,50-6のモルタルの場合には,内圧が外圧に比べて相対的に小さくなり,

内部には引張応力が生じなかったと考えられる｡ただし,コアには引張応力が生

じている｡モルタルの弾性係数が小さく,コアの膨張を抑制する能力が小さいた

めに,コアには引張応力が発生するものと考えられる｡

骨材が低品質の場合,その膨張をできるだけ拘束しないように,水セメント比

の大きいモルタルで包むことが重要であり,この場合,強度の確保が困難になる

と考えられるが,構造物の種類や部材を限定すれば,使用することが可能になる

と考えられる｡

モルタルと骨材の細孔径分布による考察でも,同様の結果が得られた｡すなわ

ち,モルタルの細孔径分布は,水セメン ト比が大きくなるほど,粗大方向に移動

しており,骨材の細孔径分布とは異なる傾向になる｡細孔中の水の凍結は,粗大

孔から始まるといわれており,水セメン ト比 50%のコンクリー トでは,粗大孔の

多いモルタルから凍結が始まる｡凍結したモルタルのアルカリ成分は,凍結して
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いないモルタルのアルカリ溶液に析出し,その部分の濃度を高める｡骨材には,

アルカリ成分が溶出していないので,アルカリ成分の濃度差による浸透圧が生じ,

骨材中の水は,まだ凍結していないモルタル中の高濃度の細孔-と移動し水圧が

高くなる｡しかしながら,その水圧はモルタル中の連行気泡によって軽減される

と考えられ,水セメント比の大きなモルタルとすることで粗大孔が多くなり,未

凍結水が移勤しやすかったことが,コンクリー トの耐凍害性を確保できた理由の

ひとつとなっていると考えられる｡
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